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１ 土地利用の方針 

都市マスの構成 取組 進捗状況 令和３年度以降の取組の方向 

項目１ 項目２ 項目３ 頁 事業名 事業概要 実施場所 状況 完了年度 評価 特記事項 
事業計画、スケ

ジュール 

方向

性 
特記事項 

事業推進上の

課題 

課題解決の

取組 

全体 19 立地適正化計画の推

進 

立地適正化計画を策定（平成３１年３月）   継続中   順調、事業目的

達成 

  令和 5 年度に見

直し予定 

そ の

他 

      

（1）市街化区域の土

地利用方針 

全体 

 

19 用途地域変更 道路整備状況等に配慮するなど、市内全域を対象に見直

しを検討し、１０箇所の用途地域を変更した。（変更日：平

成 25年 2月 28日） 

市街化区域 完了 平成26年

度 

順調、事業目的

達成 

用途地域

の変更を

行った 

          

商業系 ①都心商業・

業務エリア  

20 新町西地区市街地再

開発事業 

本市中心市街地の状況は深刻さを増しており、都市機能

の向上などにより街の再生を図ることが急務となってい

る。 

新町西地区においては、地元権利者で構成する組合が事

業主体となり、新ホールを核とし、川の駅という新たな

水都の魅力を取り入れた市街地再開発事業を進めてい

るところである。 

この事業は本市中心市街地の再生に資するものである

ため、本市もこれを支援するものである。 

新町西地区 中 止 ・ 廃

止 

                

20 ひょうたん島川の駅

ネットワーク推進事

業 

ひょうたん島周辺の川の各所に川の駅等を整備し、中心

部への誘導、移動手段としての取り組みを進めること

で、人の流れを生み出し、にぎわい創出を図る。 

ひょうたん

島 

継続中   概ね順調、概ね

事業目的達成 

  両国橋北話めか

らマリンピア沖洲

間の桟橋を結ぶ

航路の社会実験

を実施し、ベイエ

リア等への新た

な運航ルートに

ついて検討を行

う。 

継続   市主体ではな

く、民間のメン

バーが主体と

なって運営で

きる体制をつ

くり、運航を続

けていけるよ

うな仕組みづ

くりを検討す

る 必 要 が あ

る。 

川の駅周辺

で活動する

団体で構成

する「ひょう

たん島川の

駅連絡会」

において、

取り組みに

ついて検討

していく。 

20 まちなかキャンパス

推進 

中心商店街の空き店舗を活用して「まちなかキャンパス」

を平成２２年６月に開設し、平成２６年３月に終了するま

での間、大学のゼミのサテライト教室としての利用や、サ

ークル活動、地域活動などの場として 8889 人の利用

があり、中心市街地商店街のにぎわいの創出を図った。 

中心市街地 完了 平成26年

度 

順調、事業目的

達成 

平成２５年

度中に事

業は終了

し、平成２

６年度は

現状回復

を行った。 

          

20 音楽・芸術ホールの

整備推進 

新町西地区市街地再開発事業と一体的に音芸ホールを

整備し、芸術文化活動を活性化させるとともに、交流の

促進、芸術文化を通じたネットワークの構築により、市民

の芸術文化の創造拠点となることを目指す。 

新町西地区 中 止 ・ 廃

止 

      県市協調による

新ホール整備 

        

20 鉄道高架事業関連ま

ちづくり計画の策定

及び深度化 

鉄道の高架化により踏切除去と交差道路の立体化を行

い、都市交通の円滑化を図るとともに、分断された市街

地の一体化による都市の活性化を図ることを目的とし、

徳島駅周辺まちづくり計画を策定し、その後、計画の深

度化に取り組んだ。 

徳島駅西か

ら文化の森

駅付近 

継続中   やや遅れ 、対

策・見直し必要 

そごう徳

島店の閉

店や新ホ

ールの整

備、県青少

年センタ

ーのアミコ

ビルへの

移転検討

など、徳島

駅周辺の

大きな転

機があっ

た。 

徳島駅周辺まち

づくり計画につ

いて、本市のグ

ランドビジョンと

なる「中心市街地

活性化基本計

画」の策定と併せ

て、計画に関する

課題を整理・検

討し、県やＪＲ四

国と協議を行っ

ていく。 

継続   そごう徳島店

の閉店や新ホ

ールの整備、

県青少年セン

ターのアミコ

ビルへの移転

検討など、徳

島駅周辺の大

きな転機を踏

まえる必要が

ある。 

徳島駅周辺

の動向を見

据えた上

で、県やＪＲ

四国と協議

しながら、

計画の深度

化等に取り

組んでい

く。 
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都市マスの構成 取組 進捗状況 令和３年度以降の取組の方向 

項目１ 項目２ 項目３ 頁 事業名 事業概要 実施場所 状況 完了年度 評価 特記事項 
事業計画、スケ

ジュール 

方向

性 
特記事項 

事業推進上の

課題 

課題解決の

取組 

（1）市街化区域の土

地利用方針 

商業系 ①都心商業・

業務エリア  

20 新町西地区の新たな

まちづくり 

市の政策変更による事実上の事業中止 新町西地区 中 止 ・ 廃

止 

      関係者等を交え

た新たなまちづ

くり案の検討 

その

他 

      

20 ・中心商店街活性化

支援事業補助  ・情

報発信事業及びイベ

ント事業  

商業・サービス業の振興並びに魅力あるまちづくりの推

進を図るため、地域商業団体が実施する空き店舗改装支

援やイベントの開催等、商業振興施策に対して補助を実

施 

地域商業団

体が行う商

店街 

継続中   やや遅れ 、対

策・見直し必要 

新型コロ

ナ感染症

の影響を

受けて実

施件数が

少なかっ

た。 

令和３年４月以

降申請を随時受

付 

令和４年３月まで

実施 

継続   商店街におい

て、改装出店

が減少。新型

コロナの影響

によりイベント

による賑わい

づくりが中止 

借主側への

改装支援を

実施 

20 中心市街地出店支援

事業 

中心市街地における活力を維持するため、内町・新町地

区の商店街等の空き店舗に新規出店する場合の店舗改

装に要する費用の一部を助成し、中心市街地の商業的魅

力の向上を図る。 

内町・新町地

区 

継続中   やや遅れ 、対

策・見直し必要 

新型コロ

ナ感染症

の影響を

受けて実

施件数が

少なかっ

た。 

令和３年４月以

降申請を随時受

付 

令和４年３月まで

実施 

継続   申請件数が想

定より少な

い。 

これまでは

内町・新町

地区に限定

している

が、中心市

街地活性化

基本計画が

策定される

ことによ

り、対象地

域等の見直

しを検討 

20 中心市街地活性化基

本計画の策定 

令和 3年度中に計画策定及び内閣府認定を終える予定 
 

  
 

    令和 3年度に計

画策定及び内閣

府認定を終え、

令和 4年度以降

は計画の実施･

推進を行う。 

終了       

20 県市協調による新ホ

ール整備 

旧文化センター跡地等において、県市協調による新ホー

ル整備を推進する。 

令和2年度末までに、新ホール整備に関する基本計画と

県市の役割分担等を定める基本協定の締結を行った。 

中心市街地 継続中   概ね順調、概ね

事業目的達成 

  県が実施する新

ホール整備と併

行して、市の役割

である周辺イン

フラ整備等を行

う。 

継続   県・市のほか、

電気、ガス、通

信、鉄道など

多くの関係者

がおり、かつ、

スケジュール

が非常にタイ

トである。 

関係者と密

に情報共有

し、円滑に

事業が進む

よう、連絡

調整を図

る。 

②周辺商業

エリア  

20 ・中心商店街活性化

支援事業補助 

・情報発信事業及び

イベント事業 

【再掲】   

商業・サービス業の振興並びに魅力あるまちづくりの推

進を図るため、地域商業団体が実施する空き店舗改装支

援やイベントの開催等、商業振興施策に対して補助を実

施 

地域商業団

体が行う商

店街 

継続中   やや遅れ 、対

策・見直し必要 

新型コロ

ナ感染症

の影響を

受けて実

施件数が

少なかっ

た。 

令和３年４月以

降申請を随時受

付 

令和４年３月まで

実施 

継続   商店街におい

て、改装出店

が減少。新型

コロナの影響

によりイベント

による賑わい

づくりが中止 

地域商業団

体への制度

周知に努め

る。 

③沿道商業

エリア 

20 ・中心商店街活性化

支援事業補助 

・情報発信事業及び

イベント事業 

【再掲】  

商業・サービス業の振興並びに魅力あるまちづくりの推

進を図るため、地域商業団体が実施する空き店舗改装支

援やイベントの開催等、商業振興施策に対して補助を実

施 

地域商業団

体が行う商

店街 

継続中   やや遅れ 、対

策・見直し必要 

新型コロ

ナ感染症

の影響を

受けて実

施件数が

少なかっ

た。 

令和３年４月以

降申請を随時受

付 

令和４年３月まで

実施 

継続   商店街におい

て、改装出店

が減少。新型

コロナの影響

によりイベント

による賑わい

づくりが中止 

地域商業団

体への制度

周知に努め

る。 
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都市マスの構成 取組 進捗状況 令和３年度以降の取組の方向 

項目１ 項目２ 項目３ 頁 事業名 事業概要 実施場所 状況 完了年度 評価 特記事項 
事業計画、スケ

ジュール 

方向

性 
特記事項 

事業推進上の

課題 

課題解決の

取組 

（1）市街化区域の土

地利用方針 

 

工業系 ①工業・流通

エリア 

21 企業誘致・雇用拡大

等推進事業 

平成 29 年度に条例等の統廃合により、新たに「徳島市

企業立地促進条例」を制定し、産業振興及び雇用機会拡

大に繋がる企業立地促進のため、雇用奨励金等の奨励

措置を実施 

  継続中   概ね順調、概ね

事業目的達成 

  企業誘致は、雇

用創出面や税収

面など、地域経

済への波及効果

において即効性

のある取組みで

あることから、引

き続き推進して

いく。 

継続   制度の周知に

ついて、広報

を強化する必

要がある。 

県等との連

携を強化

し、都市部

への制度周

知に努め

る。 

（2）市街化調整区

域の土地利用方針 

農 業 ・

自然系 

①田園集落

エリア 

21 地区計画制度の検討 制度の検討を行うため、庁内検討会議を設置。（平成 25

年 2月 27日開催、継続） また、県の運用指針を改正し

地区計画区域の規模を緩和する。 

市街化調整

区域 

完了 平成26年

度 

順調、事業目的

達成 

「市街化調

整区域に

おける地

区計画運

用基準」を

作成した 

          

21 農業基盤整備事業 農業用排水路・農道の整備 市街化調整

区域 

継続中   概ね順調、概ね

事業目的達成 

  継続的な農業用

排水路・農道の

整備を行う。 

継続   財政事情によ

る予算の減少 

  

➃山地・丘陵

地エリア 

21 眉山ロープウエイの

運営 

眉山ロープウエイの運営は、指定管理で運営している。 眉山山麓・山

頂 

継続中       指定管理者制度

による運営を引

き続き行う。 

継続   今後、施設の

老朽化によ

り、修繕費等

の増加が見込

まれている。 

  

21 市有林管理費 中津峰森林公園内において、毎月２回以上年４０回の巡

視業務と、下草刈り等の手入れ業務を実施 

中津峰森林

公園 

継続中   概ね順調、概ね

事業目的達成 

  毎月２回以上年

４０回の巡視業

務と、下草刈り等

の手入れ業務 

継続       
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２ 都市交通体系の方針 

都市マスの構成 取組 進捗状況 令和３年度以降の取組の方向 

項目１ 項目２ 頁 事業名 事業概要 実施場所 状況 完了年度 評価 特記事項 
事業計画、スケ

ジュール 

方向

性 
特記事項 

事業推進上の

課題 

課題解決の

取組 

（１）道路交通ネット

ワークの形成 

①広域と結ぶ高速道路

網の整備 

 

24 四国横断自動車道整

備事業 

四国横断自動車道の整備促進 徳島 IC～鳴

門 JCT間 

完了 平成 26

年度 

概ね順調、

概ね事業目

的達成 

  阿南 IC～徳島

JCT間の業務実

施 

継続   地元用地交渉

等が困難 

  

24 四国横断自動車道整

備事業 

四国横断自動車道の整備促進 阿南 IC～徳

島 JCT間 

継続中   概ね順調、

概ね事業目

的達成 

  阿南 IC～徳島

JCT間の業務実

施 

継続   地元用地交渉

等が困難 

  

②都市内の幹線道路体

系の整備 

 

24 都市計画街路事業の

促進 

住吉万代園瀬橋線（昭和工区、南昭和工区）、昭和町大道

線の整備 

※ 事業概

要欄に記載 

継続中   やや遅れ、

対策・見直

し必要 

  用地買収及び用

地買収済箇所の

工事の実施 

継続   地権者の移転

先の用地確保

が困難である

ため 

  

24 徳島外環状道路整備

事業 

①徳島南環状道路の整備促進 

暫定供用 L=1.1km（平成 24年 7月 8日） 

L=2.2km（平成 27年 2月 28日） 

②徳島東環状線の整備促進 

暫定供用 L=1.8km 

（平成 31年 3月） 

①八万町～

上八万町 

②住吉～末

広 

継続中   概ね順調、

概ね事業目

的達成 

  ①八万町～上八

万町区間業務実

施 

②住吉～末広区

間業務実施 

継続   地元用地交渉

等が困難 

  

24 無電柱化事業 南海トラフ地震などに備え、防災機能の強化や安全な歩

行空間を確保するため、道路上の電線類を地下に収容す

る。（市道：令和元年 4.9㎞） 

西大工町～

佐古１番町 

継続中   概ね順調、

概ね事業目

的達成 

  南海トラフ地震

などに備え、防災

機能の強化や安

全な歩行空間を

確保するため、

道路上の電線類

を地下に収容 

継続       

③生活道路網の計画的

整備・充実 

 

 

25 狭あい道路整備事業 狭あいな市道に面して建築物を新築・増築・改築などを

する場合、４ｍの道路幅員を確保できるよう後退用地の

測量・登記費等を助成 

平成７～令和２年度末：整備延長(4,022ｍ) 

  継続中   概ね順調、

概ね事業目

的達成 

  事業による助成

の実施 

継続       

25 道路メンテナンス事

業 

「徳島市橋りょう長寿命化修繕計画」、「徳島市橋梁耐震

化計画」に基づき、橋りょうの長寿命化及び耐震化対策

の実施 

市内一円 継続中   概ね順調、

概ね事業目

的達成 

  「徳島市橋りょう

長寿命化修繕計

画」、「徳島市橋

梁耐震化計画」

に基づき、橋りょ

うの長寿命化及

び耐震化対策の

実施 

継続       

25 橋りょう長寿命化事

業 

「徳島市橋りょう長寿命化修繕計画」に基づき、５年に１

回の定期点検を実施 

市内一円 継続中   概ね順調、

概ね事業目

的達成 

  「徳島市橋りょう

長寿命化修繕計

画」に基づき、５

年に１回の定期

点検を実施 

継続       

25 道路ストック点検事

業 

道路照明灯、道路標識等を計画的に点検し、安全な道路

交通を確保する。 

市内一円 継続中   概ね順調、

概ね事業目

的達成 

    継続       

25 道路照明灯 LED化

事業 

環境負荷の低減や維持管理コストの低減を目指し、道路

照明灯を ESCO事業により LED化 

市内市道 継続中   概ね順調、

概ね事業目

的達成 

  令和 3年度に業

者選定 

令和 4年度に

LED化工事 

継続       
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都市マスの構成 取組 進捗状況 令和３年度以降の取組の方向 

項目１ 項目２ 頁 事業名 事業概要 実施場所 状況 完了年度 評価 特記事項 
事業計画、スケ

ジュール 

方向

性 
特記事項 

事業推進上の

課題 

課題解決の

取組 

（2） 既存道路空間

の維持・向上 

②道路空間の充実 25 道路愛護運動事業 徳島市が管理する道路の清掃及び除草を行うボランティ

ア団体をアドプト事業団体と設定し、清掃用具などの支

給により、その活動を支援することで、道路の環境美化

及び道路愛護の高揚を図る。 

認定市道 継続中   概ね順調、

概ね事業目

的達成 

  徳島市が管理す

る道路の清掃及

び除草を行う道

路アドプト事業に

関し、清掃用具な

どの支給等の支

援を行う。 

継続       

（3） 公共交通網の

充実・利用促進 

①バス交通の充実  

 

 

25 市営バス路線再編 徳島市地域公共交通総合連携計画に基づき、交通局の

黒字化の難しい大幅な赤字路線を市長部局へ路線運営

を移行し、平成 26年度までに、川内循環線、天の原西

線・一宮線・１７号線、不動線・大神子線、渋野線・五滝線

の運行を民間委託した。 

また、平成 26年度には、徳島市地域公共交通総合連携

計画の見直しを行い、市中心部での路線の競合解消を図

るため、交通局の公営企業路線についても、市長部局へ

路線運営を移行することとした。 

平成 27年度から平成 30年度までに、中央循環線・南

部循環線・山城線、市原・島田石橋線、法花線を移行する

とともに、令和 3年度の路線移行に向けて、中央市場

線・新浜線・万代車庫線について、利用実態調査を行うな

どの移行準備に取り組んだ。 

川内循環

線、天の原

西線、一宮

線、17号

線、不動線、

大神子線 

継続中   概ね順調、

概ね事業目

的達成 

計画に基づ

き、民間委託

を進めること

ができたた

め。 

交通局の運転手

の退職状況によ

り、市長部局へ移

行する路線を決

定し、移行準備を

進める。 

継続 令和 10年度

末を目途に交

通局を廃止す

る方針が示さ

れており、引き

続き、退職者

の状況等を踏

まえながら、路

線を市長部局

へ移行する必

要があるた

め。 

これまで路線

を受託してき

た徳島バスに

ついては、運

転手不足によ

り、これ以上

の受託が難し

い状況であ

る。 

これまで移

行した路線

について、

できる限り

利便性を低

下させずに

ダイヤ調整

や減便を行

うなどの運

行の効率化

に取り組

む。 

25 小型ノンステップバ

スの導入 

小型ノンステップバスは、平成２６年度に購入し、ラッピ

ングバス「トクシィ号」として運行中 

市内全域 完了 平成 26

年度 

順調、事業

目的達成 

  令和１０年度末を

目処に交通局が

廃止される方針

が示されており、

新規バス車両の

購入予定なし。 

 
      

25 地域公共交通の活性

化（地域交通課） 

市バス路線の民間委託や地域の実情に応じた移動手段

の導入・運行に係る支援を進めるとともに、公共交通を

より便利に利用していただくためのＩＣＴ技術の活用の推

進等、利用者サービスの向上に取り組むことにより、公

共交通の活性化を図った。 

  継続中   概ね順調、

概ね事業目

的達成 

ＩＣＴ技術の活

用の推進につ

いては、バス

ロケーション

システムやス

マホ定期券を

導入するなど

したため。 

ＩＣＴ技術の活用

の推進について

は、民間バス事

業者によるキャ

ッシュレス決済の

実証実験を踏ま

えて、市バス路線

への導入の検討

を行う。 

継続 まちづくりと

連携した持続

可能な公共交

通ネットワーク

の再構築に向

けて、地域公

共交通の活性

化に取り組む

必要がある。 

ＩＣＴ技術の活

用の推進につ

いては、費用

対効果を見極

めながら、本

市の特性に適

したサービス

を検討する必

要がある。 

ＩＣＴ技術の

活用の推進

について

は、国の補

助金や民間

の支援金等

について調

査・研究を

行う。 

25 地域公共交通の活性

化（交通局） 

市長部局へのバス路線の移行を進め長期的に持続可能

な公共交通ネットワークの構築を進めるととともに、ＩＣ

Ｔ技術の活用推進等による利用者サービスの構築に取り

組むことで、公共交通の活性化を図る。 

  継続中   概ね順調、

概ね事業目

的達成 

バス路線の市

長部局への移

行は、計画に

基づき進める

ことができ

た。 

ＩＣＴ技術の活

用推進につい

てはバスロケ

ーションシステ

ムやスマホ定

期券等の導入

を行った。 

運転手の退職状

況により、市長部

局へ移行する路

線を決定し、移行

準備を進める。 

継続 令和 10年度

末を目途に交

通局を廃止す

る方針が示さ

れており、引き

続き、路線を

市長部局へ移

行する必要が

あるとともに、

まちづくりと

連携した持続

可能な公共交

通ネットワーク

の構築や公共

交通の活性化

に取り組む必

要がある。 

路線の意向に

あたりサービ

ス低下や混乱

を招かないよ

うにする必要

がある。 

路線移行に

あたり市長

部局や関係

機関との協

議・連携が

必要とな

る。 
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都市マスの構成 取組 進捗状況 令和３年度以降の取組の方向 

項目１ 項目２ 頁 事業名 事業概要 実施場所 状況 完了年度 評価 特記事項 
事業計画、スケ

ジュール 

方向

性 
特記事項 

事業推進上の

課題 

課題解決の

取組 

（3） 公共交通網の

充実・利用促進 

②鉄道交通の充実 26 鉄道高架事業 鉄道の高架化により踏切除去と交差道路の立体化を行

い、都市交通の円滑化を図るとともに、分断された市街

地の一体化による都市の活性化を図ることを目的とし、

鉄道高架事業については徳島県、まちづくり事業につい

ては本市が、それぞれ事業主体となり、県市協調で取り

組んだ。 

徳島駅西か

ら文化の森

駅付近 

継続中   やや遅れ、

対策・見直

し必要 

そごう徳島店

の閉店や新ホ

ールの整備、

県青少年セン

ターのアミコ

ビルへの移転

検討など、徳

島駅周辺の大

きな転機があ

った。 

徳島駅周辺まち

づくり計画につ

いて、本市のグ

ランドビジョンと

なる「中心市街地

活性化基本計

画」の策定と併せ

て、計画に関する

課題を整理・検

討し、県やＪＲ四

国と協議を行う。 

継続   そごう徳島店

の閉店や新ホ

ールの整備、

県青少年セン

ターのアミコ

ビルへの移転

検討など、徳

島駅周辺の大

きな転機を踏

まえる必要が

ある。 

徳島駅周辺

の動向を見

据えた上

で、県やＪＲ

四国と協議

しながら、

計画の深度

化等に取り

組んでい

く。 

③生活交通の充実 26 コミュニティバスの

支援 

応神地区でのコミュニティバス（応神ふれあいバス）の運

行に対し、引き続き支援を行ったほか、平成２７年度に公

共交通不便地域の現状とニーズ把握のための市民アン

ケートを実施し、平成 28年度に地域説明会を開催し

た。平成 29年度から上八万地区でのコミュニティバス

の導入に向けた支援を行い、令和 2年 4月から運行を

開始した。 

応神地区、

上八万地区 

継続中   概ね順調、

概ね事業目

的達成 

公共交通不便

地域の 2地域

でコミュニティ

バスの運行に

対する支援を

行ったため。 

引き続き、2地

域でのコミュニテ

ィバス運行に対

し、補助金の交付

や運行ルートの

見直しへの助言

等支援を行う。 

継続 公共交通不便

地域の減少に

向け、引き続

きコミュニティ

バスの運行・維

持を図る必要

があるため。 

コミュニティバ

ス運営につい

ては、コロナ

禍における利

用者の減少等

により厳しい

状況である。 

利用者増加

に向けて、

運行ルート

の見直し等

に取り組

む。 

（4） 自転車利用環

境の充実 

①自転車・歩行者空間

の確保  

26 自転車・歩行者道の

整備 

既存道路の幅員構成を見直し自転車走行環境を改善す

る。（完了予定：平成 25年 3月）（ただし平成 24年 11

月に国からだされたガイドラインに整合していない） 

中前川町 完了   概ね順調、

概ね事業目

的達成 

            

26 すいすいサイクル事

業 

「徳島市自転車活用推進計画」の策定（令和２年６月） 市内一円 継続中   概ね順調、

概ね事業目

的達成 

  「徳島市自転車

活用推進計画」

の推進 

継続       

②レンタサイクル等の

導入・運営 

26 レンタサイクル 徳島駅前地下駐輪場において、レンタサイクルを実施 

（２7台（電動アシスト 10台含む）継続事業） 

市内外一円 継続中   概ね順調、

概ね事業目

的達成 

  指定管理者によ

る自主事業開設

期間：毎日午前６

時から午後１０時

まで（令和６年３

月３１日までの

間） 

継続 市事業ではな

いが、街の活

性化、ＣＯ２の

排出抑制を目

指す環境型社

会には、継続

が必要。 

    

26 電動スクーター等レ

ンタル 

徳島駅を拠点として電動バイク、電動アシスト付自転車

をレンタル（平成 23年 9月 20日から実施、バイク 20

台、自転車 30台、継続事業） 

観光客や市民の利便性・周遊性の向上を目的として、観

光関係，交通関係，宿泊関係，行政等による協議会を設

立し、ＪＲ徳島駅前を拠点として、電動バイク，電動アシス

ト付自転車のレンタル事業を実施している。 

市内外一円 完了 平成 30

年度 

概ね順調、

概ね事業目

的達成 

無し           

③駐輪環境の改善 26 放置自転車対策 徳島駅周辺の自転車放置禁止区域の自転車の放置を指

導、撤去することにより、都市環境悪化の防止、災害時の

防災活動、通行機能保持に努めているが、その受け皿と

して、徳島駅前地下自転車駐車場を設置、管理している。 

 

徳島駅前地下自転車駐車場 

指定管理者 太平ビルサービス株式会社 

収容可能台数 １，３５０台 

駐車料金は２時間以内無料。入出場取扱時間：午前５

時３０分から午後 11時 30分まで。 

  継続中   概ね順調、

概ね事業目

的達成 

  供用時間：毎日２

４時間      

入出場取扱時

間：毎日午前５時

３０分から午後１

１時３０分まで 

継続 自転車を利用

する者の利便

を図るため、ま

た徳島駅周辺

の自転車放置

禁止区域の放

置自転車を無

くし、都市環境

悪化の防止、

災害時の防災

活動、通行機

能保持を図る

ため必要であ

る。 
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都市マスの構成 取組 進捗状況 令和３年度以降の取組の方向 

項目１ 項目２ 頁 事業名 事業概要 実施場所 状況 完了年度 評価 特記事項 
事業計画、スケ

ジュール 

方向

性 
特記事項 

事業推進上の

課題 

課題解決の

取組 

（4） 自転車利用環

境の充実 

➃自転車マップの作成 26 交通ルールの周知・

啓発 

            令和３年度に自

転車の利用に必

要な知識を総合

的にまとめたル

ールブックを作

成し、交通安全教

室等で配布す

る。 

継続       
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３ 水と緑の都市環境の方針 

都市マスの構成 取組 進捗状況 令和３年度以降の取組の方向 

項目１ 項目２ 頁 事業名 事業概要 実施場所 状況 完了年度 評価 特記事項 
事業計画、スケ

ジュール 

方向

性 
特記事項 

事業推進上の

課題 

課題解決の

取組 

（１） 都市環境の基

本方針 

全体 28 環境基本計画推進

事業 

徳島市環境基本条例及び徳島市環境基本計画に基づ

き、各種環境施策を展開した。第 2次計画が令和２年度

に計画期間満了を迎えたため、第 3次徳島市環境基本

計画を策定した。（令和３年３月策定） 

  継続中   順調、事業目的

達成 

  第 3次徳島市環

境基本計画に掲

げた施策（取組）

の実施状況をま

とめた環境報告

書の作成等を行

い、計画に掲げ

た取組を推進す

る。 

継続   環境問題は、

非常に多岐に

わたる。その

ため、様々な

部局にまたが

る環境施策・

事業を適切に

管理しつつ総

合的に進めて

いく必要があ

る。 

本市独自の

環境マネジ

メントシス

テムを有効

に活用し、

様々な環境

施策・事業

の目標達成

状況等を適

切に把握す

るなど進捗

管理を行

い、継続的

改善に繋げ

る。 

28 環境保全啓発事業 自主的に環境保全活動・啓発活動に取り組む「環境リー

ダー」の育成及び支援を実施し、市民と行政の協働によ

る啓発活動を展開した。 

また、平成 29年度より、「子ども環境リーダー認定事

業」を開始し、家庭でエコライフを実践した子どもたちを

「子ども環境リーダー」として認定している。 

  継続中   順調、事業目的

達成 

  市民や事業者の

自主的な環境保

全活動が連鎖的

につながるよう、

出前環境教室の

開催や地域の環

境改善に取り組

む人材等の育

成・活動支援を

推進する。 

継続   環境リーダー

として活動す

るメンバーの

高齢化及び新

規登録者の減

少 

次世代を担

う子どもた

ちを対象と

して事業を

拡大するな

ど、より幅

広い世代の

人材育成を

推進する。 

①自然の骨格の保全 28 市有林管理費 中津峰森林公園内において、毎月２回以上年４０回の巡

視業務と、下草刈り等の手入れ業務を実施 

中津峰森林

公園 

継続中   概ね順調、概ね

事業目的達成 

  毎月２回以上年

４０回の巡視業

務と、下草刈り等

の手入れ業務 

継続       

②大気・土壌・水質など

の環境保全 

28 上水道システムにお

ける省 CO2促進モ

デル事業 

第十浄水場に自家用太陽光発電設備を導入することに

より、浄水場で消費する電力を削減する。 

第十浄水場 継続中   順調、事業目的

達成 

  自家用太陽光発

電設備の稼働に

より年間商用使

用電力量 60万

kWhの削減を

見込んでいる。 

継続   設備維持管理

費用の捻出及

び出力が自然

条件に依存し

ている。 

  

28 地球温暖化対策推

進事業 

温室効果ガス排出量削減に向け、第 2次徳島市地球温

暖化対策推進計画を策定し（平成２７年３月策定）、関連

施策・事業を展開した。 

第 2次計画が令和２年度に計画期間満了を迎えたた

め、第 3次徳島市地球温暖化対策推進計画（第 3次徳

島市環境基本計画に内包）を策定した。（令和３年３月策

定） 

  継続中   順調、事業目的

達成 

  市域の温室効果

ガス総排出量削

減に向け、市民・

事業者のさらな

る省エネ行動の

定着を図るほ

か、省エネ機器や

再生可能エネル

ギーの利用促進

を図る。 

継続   温室効果ガス

排出量削減に

関し、国にお

いて高い目標

が示される

中、市域にお

いては、家庭

部門及び業務

部門からの同

排出量が依然

として増加傾

向にある。 

様々な主体

への効果的

な啓発を地

道に行うと

ともに各関

連施策・事

業をつなげ

て展開して

いく。 
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都市マスの構成 取組 進捗状況 令和３年度以降の取組の方向 

項目１ 項目２ 頁 事業名 事業概要 実施場所 状況 完了年度 評価 特記事項 
事業計画、スケ

ジュール 

方向

性 
特記事項 

事業推進上の

課題 

課題解決の

取組 

（１） 都市環境の基

本方針 

②大気・土壌・水質など

の環境保全 

28 鉛製給水管取替工

事助成制度 

上水道では、鉛製給水管解消のための取替工事助成を

行うなど、安全、快適で安心できる給水の確保を進め

る。 

市内全域 継続中   概ね順調、概ね

事業目的達成 

  年間 1,000件

解消 

継続       

28 環境調査実施（良好

な水質、大気環境等

の保全事業） 

大気、水質、騒音、振動、悪臭、土壌、有害物質等につい

て生活環境を保全するため、実施。また、事業場等の監

視・指導を行った。 

  継続中   順調、事業目的

達成 

  市域の水質や大

気などの環境監

視を行うほか、

工場・事業場等

へ立入調査によ

る規制・指導を

行い、良好な生

活環境を確保す

る。 

継続   現状の土地の

利用と、騒音

などの規制区

域に乖離が見

られるように

なっている。 

騒音などの

規制地域の

見直しを検

討する。 

28 基幹管路の整備及

び耐震化 

「安心」・「安定」の水道づくりのため、南海トラフ巨大地

震等の大規模災害に備え、水道施設の効果的・効率的な

耐震化を推進する 

市内全域 継続中   概ね順調、概ね

事業目的達成 

  基幹管路の耐震

管率 (令和 5年

度 50.22％) 

継続   概ね計画通り

に進んでい

る。 

  

28 公共下水道事業 北部処理区域（沖洲、住吉、福島、末広）において公共下

水道（汚水管）を整備する。（北部面整備率 78.4％） 

  継続中   概ね順調、概ね

事業目的達成 

22%増加し

ている 

事業計画区域に

対する面整備率

90%を達成さ

せる。 

継続 国は令和 8年

度を目途とし

た汚水処理概

成の方針を示

している 

私道、道路幅

員狭小、既設

埋設物等によ

り施工が困難 

私道布設要

綱の見直し

や埋設物管

理者との協

議により解

決策を検討

する 

28 浄化槽設置整備事

業 

平成 26 年度～令和２年度：補助金交付基数  ３,３６６

基 

徳島市浄化

槽処理促進

区域 

継続中   概ね順調、概ね

事業目的達成 

  単独処理浄化槽

から合併処理浄

化槽に転換設置

者に対し、１年７

８基程度補助金

交付 

継続   設置費が高額

のため、既存

単独浄化槽を

耐用年数 (約

30年)経過後

でないと転換

しないことが

多く、事業が

進みにくい。 

転換推進の

啓発 

28 水質管理・改善施策 水質管理の強化 

・給水栓における毎日検査(色､濁り､残留塩素の確認)   

の実施 

・自動水質測定装置（１台）の設置（平成 27年 11月    

方上測定所） 

給水区域内 継続中   やや遅れ、対

策・見直し必要 

令和 2年度末

時点で A202 

給水栓水質検

査(毎日)箇所

密度（箇所

/100km2）の

目標が未達成。 

毎日検査は、装

置の設置･測定

から業務委託し

て測定する方法

に変更していく。 

ただし、委託者

がいない地区

は、既存の装置

の更新及び令和

5年度に沖洲地

区(北部浄化セン

ター)に 1台設

置を検討中 

継続 業務委託を優

先。コストの抑

制。 

委託者の確

保。いない場

合、装置を設

置する条件

(市有地) 

委託先や担

当部局へ要

請 

28 徳島市内配・給水管

漏水調査業務 

市内全域の配水管・給水管の漏水調査を効果的・効率的

に行い、漏水量の削減を図り、有収率の向上に努める。 

給水区域内

全域 

継続中   順調、事業目的

達成 

漏水量が現状

値を大きく下

回り効果が見

られる。 

徳島市内配・給

水管漏水調査業

務 

継続 有収率向上の

ため計画的な

漏水調査を実

施する。 

漏水箇所のさ

らなる減少と

有収率の向上 

調査方法や

地区の見直

し 

③総合的な都市緑化 28 緑化推進事業 都市公園において、今後老朽化する施設を適切に点検・

維持管理し、施設の長寿命化に努める。 

公園緑地課

が管理する

街区公園 

継続中   概ね順調、概ね

事業目的達成 

   継続     
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都市マスの構成 取組 進捗状況 令和３年度以降の取組の方向 

項目１ 項目２ 頁 事業名 事業概要 実施場所 状況 完了年度 評価 特記事項 
事業計画、スケ

ジュール 

方向

性 
特記事項 

事業推進上の

課題 

課題解決の

取組 

（１） 都市環境の基

本方針 

③総合的な都市緑化 28 緑化促進（花と緑の

まちづくり事業） 

ボランティア団体、町内会等に花苗等を助成し、花と緑

のまちづくりを推進する。 

公共用地等 継続中   概ね順調、概ね

事業目的達成 

  同上 継続   参加団体の高

齢化による新

規参入数の鈍

化及び予算の

確保 

情報発信・

他事業との

連携 

28 緑化促進（苗木の配

布） 

植物園で開催されるイベントにおいて、募金してくれた

方に苗木を配布する。 

とくしま植

物園 

完了 令和元年

度 

              

④水辺の環境保全 29 下水道管渠改築事

業 

徳島市ストックマネジメント計画の策定 

管渠改築設計の委託 

管渠改築工事の実施 

全分区 継続中   やや遅れ、対

策・見直し必要 

計画を策定し

たものの、令

和 2年度ま

でに対策が完

了した延長が

短かった。 

令和 7年度末を

目途に、令和元

年度に策定した

ストックマネジメ

ント計画に基づ

く管路の老朽化

対策完了を目指

す。 

拡充 国は下水道管

路の老朽化対

策を国土強靭

化のための５

か年加速化対

策に位置づ

け、重点的・集

中的に対策を

講じることと

している。 

計画策定時の

概算事業費と

実施事業費に

乖離があり、

予算が不足し

ている。 

処理場に直結

する最流末管

路であるこ

と、国道・県道

等の幹線道路

下で施工であ

ることから、

非常に難易度

の高い工事で

ある。 

目標達成に

向け、予算拡

充要望を行

うとともに、

令和 5 年度

にストックマ

ネジメント計

画の見直し

を行う。事前

調査や設計

業務におい

て、施工時の

課題や留意

点を抽出し、

安全衛生管

理や交通安

全対策に万

全を期する

よう検討 

29 下水道施設改築更

新事業 

⑴長寿命化計画・ストックマネジメント計画に基づく処

理場・ポンプ場の機械・電気設備の改築更新 

⑵処理場・ポンプ場の耐震・耐津波診断及び耐震・耐津

波化計画策定 

下水道事業

の処理場・

ポンプ場 

継続中   概ね順調、概ね

事業目的達成 

⑴ストックマ

ネジメント

計画を策定

し、順次対

策を実施し

ている。 

⑵耐震・耐津

波化計画を

策定した。 

⑴ストックマネジ

メント計画に

基づく処理場・

ポンプ場の機

械・電気設備

の改築更新 

⑵処理場・ポンプ

場の耐震・耐

津波化（設計・

工事） 

継続 ⑴持続的な下

水道機能を

確保するた

め 

⑵被災時にも

必要な下水

道機能を確

保するため 

⑴対策に必要

な予算の確

保 

⑵対策の推進

に多くの予

算・時間が

必要 

⑴適切な予

防保全や

計画的な

修繕・改

築の実施 

⑵段階的な

ハード対

策と、そ

れを補完

するソフ

ト対策の

検討 

29 生活排水対策事業 第 2次徳島市生活排水対策推進計画に基づき、川をき

れいにするため市民啓発事業に取り組んだ。 

  継続中   順調、事業目的

達成 

  生活排水対策推進

計画に基づき、川

をきれいにするた

めの市民啓発を行

う。さらに、第 2次

徳島市生活排水対

策推進計画が令和

2年度で期間満了

となるため、３次計

画を策定する。 

継続   一部の公共下

水道整備を中

止するため、

家庭で行う身

近な取り組み

が重要にな

る。 

3次計画の

策定市民会

議では、効

果的な啓発

方法などに

ついて意見

を求め、施

策に生かし

ていく。 

29 ひょうたん島川の駅

ネットワーク推進事

業 

ひょうたん島周辺の川の各所に川の駅等を整備し、中

心部への誘導、移動手段としての取り組みを進めること

で、人の流れを生み出し、にぎわい創出を図る。 

ひょうたん

島周辺 

継続中   概ね順調、概ね

事業目的達成 

  両国橋北話めか

らマリンピア沖

洲間の桟橋を結

ぶ航路の社会実

験を実施し、ベイ

エリア等への新

たな運航ルート

について検討を

行う。 

継続   民間メンバー

が主体となっ

て運営できる

体 制 を つ く

り、運航を続

けていけるよ

うな仕組みづ

くりを検討す

る 必 要 が あ

る。 

川の駅周辺

で活動する

団体で構成

する「ひょ

うたん島川

の駅連絡

会」におい

て、取り組

みについて

検討 
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都市マスの構成 取組 進捗状況 令和３年度以降の取組の方向 

項目１ 項目２ 頁 事業名 事業概要 実施場所 状況 完了年度 評価 特記事項 
事業計画、スケ

ジュール 

方向

性 
特記事項 

事業推進上の

課題 

課題解決の

取組 

（１） 都市環境の基

本方針 

④水辺の環境保全 29 一斉清掃事業 
（河川水路課） 

毎年５月の第２・４日曜日に市内で一斉清掃を実施 徳島市内一

円 

継続中   概ね順調、概ね

事業目的達成 

  毎年５月の第２・

４日曜日に市内

で一斉清掃を実

施 

継続   活動する町内

会会員の高齢

化に伴い、参

加者が減少し

ている 

地域住民が

排水路等の

維持管理を

主体に行う

機運を高め、

持続できる

よう長期的

かつ地道な

取り組みを

進める。 

29 河川補修（２２カ所） 危険箇所の護岸修繕及び改良工事を施工 市内全域 継続中   概ね順調、概ね

事業目的達成 

  河川の保全のた

め、危険個所に

ついて改修工事

を年次的に実施 

継続   事業範囲は広

範囲のため、

目的達成が難

しい。 

危険個所を

確認した場

合は、早急

に対応 

29 公共下水道事業（汚

水管）【再掲】 

北部処理区域（沖洲、住吉、福島、末広）において公共下

水道（汚水管）を整備する。（北部面整備率 78.4％） 

北部処理区 継続中   概ね順調、概ね

事業目的達成 

概ね順調に整

備が進んでい

る 

事業計画区域に

対する面整備率

90%を達成さ

せる。 

継続 国は令和 8年

度を目途とし

た汚水処理概

成の方針を示

している 

私道、道路幅

員狭小、既設

埋設物等によ

り施工が困難 

私道布設要

綱の見直し

や埋設物管

理者との協

議により解

決策を検討 

29 公共下水道事業（雨

水管） 

北部排水区域（沖洲、住吉、福島、末広）において公共下

水道（雨水管）を整備する。 

北部排水区 継続中   概ね順調、概ね

事業目的達成 

住吉分区につ

いて雨水計画

の見直しが完

了した 

福島・末広分区

及び沖洲分区に

ついて雨水計画

の見直しを行

い、北部排水区

の雨水事業を進

める。 

継続 北部排水区の

浸水軽減を目

指し、重点的

に事業を進め

る 

道路幅員狭

小、既設埋設

物等により施

工が困難 

他都市の事

例を参考に

したり、埋

設物管理者

との協議に

より解決策

を検討 

29 小松海岸清掃 市民ボランティアによる一斉清掃（令和２年度は新型コ

ロナウイルス感染拡大防止のため中止） 

  継続中   概ね順調、概ね

事業目的達成 

  新型コロナウイ

ルス感染拡大防

止のため中止 

継続   新型コロナウ

イルスの感染

状況 

  

29 都市下水路ポンプ場

改築更新事業 

本市の都市下水路ポンプ場は、その大半が高度成長期

に建設されたもので、施設の老朽化が進んでいる。 

このため、ストックマネジメント計画を策定し、ポンプ場

施設の老朽化状態を客観的に把握し、中長期的な施設

の状態を予測しながら、計画的かつ効率的な改築更新

を行う。 

都市下水路

ポンプ場 

継続中   概ね順調、概ね

事業目的達成 

  ストックマネジメ

ント計画に基づ

き、計画的かつ

効率的な改築更

新を行う。 

継続   ポンプ場施設

の老朽化対策

について、今

後更なる事業

費の増大が見

込まれる。 

耐用年数経

過後すぐに

施設を更新

するのでは

なく、可能な

限り施設の

延命化を図

ることで事業

費の縮減に

努める。 

29 都市下水路ポンプ場

耐震対策事業 

本市の都市下水路ポンプ場は、その大半が旧耐震基準

で建設されている。 

このため、ポンプ場施設の耐震診断を順次実施し、施設

ごとの優先順位を設定したうえで計画的な耐震対策を

行う。 

都市下水路

ポンプ場 

継続中   概ね順調、概ね

事業目的達成 

  耐震診断結果を

踏まえ、ポンプ場

の耐震対策を順

次実施する。 

継続   耐震基準を満

たしていない

ポンプ場施設

の抜本的な耐

震対策には、

多大な事業費

が必要と想定

される。 

短期的な対

策と改築更

新による中

長期的な対

策を組み合

わせた段階

的な整備手

法を取るこ

とで事業費

の縮減に努

める。 

29 排水施設補修 

（２６カ所） 

既設排水施設の維持機能の向上 市内全域 継続中   概ね順調、概ね

事業目的達成 

  排水の停滞を未

然に防止するた

め、既設排水施

設の補修を年次

的に実施する。 

継続   事業範囲は広

範囲のため、

目的達成が難

しい。 

現地状況に

適した、効

果的な補修

を行う。 
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都市マスの構成 取組 進捗状況 令和３年度以降の取組の方向 

項目１ 項目２ 頁 事業名 事業概要 実施場所 状況 完了年度 評価 特記事項 
事業計画、スケ

ジュール 

方向

性 
特記事項 

事業推進上の

課題 

課題解決の

取組 

（１） 都市環境の基

本方針 

⑤公園・緑地等の利用

促進 

29 イベント開催 植物園において、様々なイベントを開催（毎年実施） 

 ・ガーデニングコンクール 

 ・園芸、押し花教室 

 ・竹の子狩り など 

とくしま植

物園 

継続中   概ね順調、概ね

事業目的達成 

  毎年実施 継続      

29 とくしま植物園管理

運営 

園芸教室、フラワーアレンジメント、自然観察会等の市

民を対象とした講座を開設 

とくしま植

物園 

継続中     新型コロナウ

イルス感染症

の影響により

約半年間講座

を中止した 

毎年実施 継続      

29 緑化推進事業 

【再掲】 

都市公園において、今後老朽化する施設を適切に点検・

維持管理し、施設の長寿命化に努める。 

公園緑地課

が管理する

街区公園 

継続中   概ね順調、概ね

事業目的達成 

   継続   予算の確保   

29 花と緑のまちづくり

事業 

春に「花と緑の広場」、秋に「緑化フェア」を開催し、庭園

の展示、体験講座等市民参加型の催しを行い、市民の

緑化意識を啓発し、民間緑化の向上を図る。 

とくしま植

物園 

継続中   概ね順調、概ね

事業目的達成 

  毎年実施 継続      

29 水と緑のフェスティ

バル開催 

イベントの開催や啓発活動等の実施により、河川環境の

向上及び都市緑化の推進を図る。 

  継続中   概ね順調、概ね

事業目的達成 

  都市における水

と緑の重要性を

広く啓発する事

業を中心に実施

する。 

継続   財源となる徳

島市水と緑の

基金残高が

年々減少して

いる。 

寄附や募金

など基金増

となる取り

組みを検

討・実施し

ていく。 

29 清掃活動（パークア

ドプト事業） 

公園緑地課が管理する公園及び緑地において、個人・企

業・団体により、ボランティアで清掃活動などを実施 

公園緑地課

が管理する

公園・緑地 

継続中   概ね順調、概ね

事業目的達成 

   継続   参加団体の高

齢化による新

規参入数の鈍

化及び予算の

確保 

情報発信・

他事業との

連携 

（2） エリア別都市

環境の方針 

①市街地エリア 29 ひょうたん島川の駅

ネットワーク推進事

業 

ひょうたん島周辺の川の各所に川の駅等を整備し、中

心部への誘導、移動手段としての取り組みを進めること

で、人の流れを生み出し、にぎわい創出を図った。 

ひょうたん

島 

継続中   概ね順調、概ね

事業目的達成 

  両国橋北話めか

らマリンピア沖

洲間の桟橋を結

ぶ航路の社会実

験を実施し、ベイ

エリア等への新

たな運航ルート

について検討を

行う。 

継続   市主体ではな

く、民間のメ

ンバーが主体

となって運営

できる体制を

つくり、運航

を続けていけ

るような仕組

みづくりを検

討する必要が

ある。 

川の駅周辺

で活動する

団体で構成

する「ひょ

うたん島川

の駅連絡

会」におい

て、取り組

みについて

検討してい

く。 

②田園集落エリア 29 農業基盤整備事業 農業用排水路・農道の整備 市街化調整

区域 

継続中   概ね順調、概ね

事業目的達成 

  継続的な農業用

排水路・農道の

整備を行う。 

継続   財政事情によ

る予算の減少 

  

③山地・丘陵地エリア 29 森林整備推進事業

費 

森林環境譲与税を活用し、間伐等の森林整備を実施 地域森林計

画内 

継続中   概ね順調、概ね

事業目的達成 

  ５年間（令和２～

令和６年度）で森

林所有者に対し

意向調査を実施

し、回答に基づき

随時森林整備を

進めていく。 

継続   担い手不足   
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４ 都市景観形成の方針 

都市マスの構成 取組 進捗状況 令和３年度以降の取組の方向 

項目１ 項目２ 頁 事業名 事業概要 実施場所 状況 完了年度 評価 特記事項 
事業計画、スケ

ジュール 

方向

性 
特記事項 

事業推進上の

課題 

課題解決の

取組 

（１） 景観形成の基

本方針 

全体 31 徳島市景観計画策定 良好な景観の保全・創出を目的として景観形成の理念や

目標、方向性、景観誘導のための基準等を定めた計画を

策定（策定日：平成 25年 3月） 

  完了 平成 26

年度 

順調、事業目的

達成 

徳島市景

観計画を

策定した 

          

①自然の骨格を活かし

た景観づくり 

31 眉山山頂観光展望施

設等整備事業 

山頂駅舎解体までは完了したが、その後、計画が中止す

ることが決まったため、展望休憩施設の改修は行わなか

った。 

眉山山頂 中止・廃

止 

                

31 眉山山頂広場整備費 旧山頂ロープウエイ駅舎跡斜面を整備して恒久的な安全

性を確保し、また、眉山山頂広場をより魅力ある場所と

するため、眉山公園の改修を行い、観光客などの誘致拡

大を図った。 

眉山山頂 完了 令和２年度 順調、事業目的

達成 

            

②都市の骨格の景観づ

くり 

31 景観形成推進事業 徳島市景観まちづくり条例等に基づく指導、助言のほ

か、景観まちづくりセミナー等の開催により、自然と調和

した水都である本市の良好な景観の保全、創造の促進を

図った。 

  継続中   概ね順調、概ね

事業目的達成 

  引き続き条例等
に基づく指導、助
言を継続するほ
か、景観まちづく
りセミナー等の
開催により、自然
と調和した水都
である本市の良
好な景 観の保
全、創造の促進
を図っていく。 

継続       

③歴史・文化資源を活

かした景観づくり 

32 一宮城跡国史跡推進

事業 

発掘調査、測量調査、石垣調査、縄張り調査、現地説明会 一宮城跡 継続中   概ね順調、概ね

事業目的達成 

  発掘調査、総合

調査 

継続       

32 徳島城跡保存活用計

画策定事業 

委員会開催、樹木現況調査  継続中   概ね順調、概ね

事業目的達成 

  委員会開催、パ

ブリックコメント

実施 

終了 令和４年７月

文化庁認定予

定 

    

32 徳島市文化財保存活

用地域計画策定事業 

委員会開催、ワークショップの開催  継続中   概ね順調、概ね

事業目的達成 

  委員会開催、パ

ブリックコメント

実施 

終了 令和３年度中

文化庁認定予

定 

    

④市民、企業、行政が

協働で取り組む景観づ

くり 

32 景観形成推進事業 

【再掲】 

徳島市景観まちづくり条例等に基づく指導、助言のほ

か、景観まちづくりセミナー等の開催により、自然と調和

した水都である本市の良好な景観の保全、創造の促進を

図った。 

  継続中   概ね順調、概ね

事業目的達成 

  引き続き条例等

に基づく指導、助

言を継続するほ

か、景観まちづく

りセミナー等の

開催により、自然

と調和した水都

である本市の良

好な景 観の保

全、創造の促進

を図っていく。 

継続       

（2） ゾーン別景観

形成の方針 

①都心ゾーン 33 電線地中化 幸町３丁目等において、景観の向上や歩行空間の確保な

どのため電線の地中化を実施（完了予定：平成 25年

12月） 

  完了 平成 29

年度 

概ね順調、概ね

事業目的達成 

            

33 景観形成推進事業 

【再掲】 

徳島市景観まちづくり条例等に基づく指導、助言のほ

か、景観まちづくりセミナー等の開催により、自然と調和

した水都である本市の良好な景観の保全、創造の促進を

図った。 

  継続中   概ね順調、概ね

事業目的達成 

  引き続き条例等

に基づく指導、助

言を継続するほ

か、景観まちづく

りセミナー等の

開催により、自然

と調和した水都

である本市の良

好な景観の保

全、創造の促進

を図っていく。 

継続       
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都市マスの構成 取組 進捗状況 令和３年度以降の取組の方向 

項目１ 項目２ 頁 事業名 事業概要 実施場所 状況 完了年度 評価 特記事項 
事業計画、スケ

ジュール 

方向

性 
特記事項 

事業推進上の

課題 

課題解決の

取組 

（2） ゾーン別景観

形成の方針 

①都心ゾーン 33 ＬＥＤ景観整備事業 まちづくり推進課において、平成 26年度から平成２８

年度までの３か年で春日橋におけるＬＥＤ景観整備を実

施（平成２８年に完成） 

また、ＬＥＤ景観整備作品の保守点検を実施 

新町川沿い 継続中   順調、事業目的

達成 

  都市建設政策課

において、平成

31年度から実

施している富田

橋におけるＬＥＤ

景観整備が令和

３年度末に完成

予定。また、ＬＥＤ

景観整備作品の

保守点検を実施

予定 

継続   完成から 10

年以上経過し

た作品もある

ことから、経

年劣化による

不具合が現れ

始めている。 

今後も魅力

ある夜間景

観の形成を

図るため、

限られた予

算の範囲内

で定期的な

維持管理を

行う。 

②周辺市街地ゾーン 33 景観形成推進事業 

【再掲】 

徳島市景観まちづくり条例等に基づく指導、助言のほ

か、景観まちづくりセミナー等の開催により、自然と調和

した水都である本市の良好な景観の保全、創造の促進を

図った。 

  継続中   概ね順調、概ね

事業目的達成 

  引き続き条例等

に基づく指導、助

言を継続するほ

か、景観まちづく

りセミナー等の

開催により、自然

と調和した水都

である本市の良

好な景観の保

全、創造の促進

を図っていく。 

継続       
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５ 都市防災の方針 

都市マスの構成 取組 進捗状況 令和３年度以降の取組の方向 

項目 頁 事業名 事業概要 実施場所 状況 完了年度 評価 特記事項 
事業計画、スケ

ジュール 

方向

性 
特記事項 

事業推進上の

課題 

課題解決の

取組 

②浸水対策 35 都市下水路事業 市街地における浸水区域解消対策として、国府東、田宮

西、八万南都市下水路で函渠整備を行った。 

また、矢三西都市下水路に雨水排水ポンプ場を建設し、

ポンプ設備を２基新設した。 

  継続中   概ね順調、概ね

事業目的達成 

  過去の浸水実績

等を考慮し、優先

度の高い都市下

水路から順次整

備を行う。 

継続   函渠整備の未

施工箇所は、

通過交通の多

い道路内や周

辺が住宅街で

あるなど、施

工上制約を受

ける箇所が多

い。 

現場状況に

適した工法

の検討や地

元住民との

合意形成を

図ったうえ

で施工 

35 公共下水道事業 北部排水区域（沖洲、住吉、福島、末広）において公共下

水道（雨水管）を整備する。 

北部排水区 継続中   概ね順調、概ね

事業目的達成 

住吉分区

について

雨水計画

の見直し

が完了し

た 

福島・末広分区

及び沖洲分区に

ついて雨水計画

の見直しを行い、

北部排水区の雨

水事業を進め

る。 

継続 北部排水区の

浸水軽減を目

指し、重点的に

事業を進める 

道路幅員狭

小、既設埋設

物等により施

工が困難 

他都市の事

例を参考に

したり、埋

設物管理者

との協議に

より解決策

を検討 

35 下水道施設改築更新

事業 

処理場・ポンプ場の耐震・耐津波診断及び耐震・耐津波化

計画策定 

下水道事業

の処理場・ポ

ンプ場 

継続中 
 

概ね順調、概ね

事業目的達成 

耐震・耐津

波化計画

を策定し

た 

ポンプ場の耐震・

耐津波化（設計・

工事） 

継続 被災時にも必

要な下水道機

能を確保する

ため 

対策の推進に

多くの予算・

時間が必要 

段階的なハ

ード対策

と、それを

補完するソ

フト対策の

検討 

35 都市下水路ポンプ場

改築更新事業 

本市の都市下水路ポンプ場は、その大半が高度成長期に

建設されたもので、施設の老朽化が進んでいる。 

このため、ストックマネジメント計画を策定し、ポンプ場

施設の老朽化状態を客観的に把握し、中長期的な施設の

状態を予測しながら、計画的かつ効率的な改築更新を行

う。 

都市下水路

ポンプ場 

継続中   概ね順調、概ね

事業目的達成 

  ストックマネジメ

ント計画に基づ

き、計画的かつ

効率的な改築更

新を行う。 

継続   ポンプ場施設

の老朽化対策

について、今

後更なる事業

費の増大が見

込まれる。 

耐用年数経

過後すぐに

施設を更新

するのでは

なく、可能

な限り施設

の延命化を

図ることで

事業費の縮

減に努め

る。 

35 都市下水路ポンプ場

耐震対策事業 

本市の都市下水路ポンプ場は、その大半が旧耐震基準で

建設されている。 

このため、ポンプ場施設の耐震診断を順次実施し、施設

ごとの優先順位を設定したうえで計画的な耐震対策を

行う。 

都市下水路

ポンプ場 

継続中   概ね順調、概ね

事業目的達成 

  耐震診断結果を

踏まえ、ポンプ場

の耐震対策を順

次実施する。 

継続   耐震基準を満

たしていない

ポンプ場施設

の抜本的な耐

震対策には、

多大な事業費

が必要と想定

される。 

短期的な対

策と改築更

新による中

長期的な対

策を組み合

わせた段階

的な整備手

法を取るこ

とで事業費

の縮減に努

める。 
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都市マスの構成 取組 進捗状況 令和３年度以降の取組の方向 

項目 頁 事業名 事業概要 実施場所 状況 完了年度 評価 特記事項 
事業計画、スケ

ジュール 

方向

性 
特記事項 

事業推進上の

課題 

課題解決の

取組 

②浸水対策 35 流域治水対策事業   南沖洲３、４

丁目 

        本市での流域治

水対策事業とし

て、雨水貯留施

設整備を行う。

（事業期間：令和

３年～令和７年） 

継続 吉野川水系で

事前防災対策

を進め、流域

における浸水

被害の軽減を

図る。 

多くの予算が

必要 

  

35 洪水・高潮ハザード

マップの作成 

住民が居住地の災害リスクや避難場所等について、調べ

やすく見やすいハザードマップを作成 

  継続中   順調、事業目的

達成 

令和２年

度にデー

タ作成完

了 

令和３年度に製

本印刷し全ての

世帯・事業所に

配布 

終了       

③地震・津波対策 35 都市計画道路整備 住吉万代園瀬橋線（昭和工区、南昭和工区）、昭和町大道

線の整備 

※ 事業概

要欄に記載 

継続中   やや遅れ、対

策・見直し必要 

  用地買収及び用

地買収済箇所の

工事の実施 

継続   地権者の移転

先の用地確保

が困難 

  

35 鉄道高架事業の促進 鉄道の高架化により踏切除去と交差道路の立体化を行

い、都市交通の円滑化を図るとともに、分断された市街

地の一体化による都市の活性化を図ることを目的とし、

鉄道高架事業については徳島県、まちづくり事業につい

ては本市が、それぞれ事業主体となり、県市協調で取り

組む。 

徳島駅西か

ら文化の森

駅付近 

継続中   やや遅れ、対

策・見直し必要 

そごう徳

島店の閉

店や新ホ

ールの整

備、県青少

年センタ

ーのアミコ

ビルへの

移転検討

など、徳島

駅周辺の

大きな転

機があっ

た。 

徳島駅周辺まち

づくり計画につ

いて、本市のグ

ランドビジョンと

なる「中心市街地

活性化基本計

画」の策定と併せ

て、計画に関する

課題を整理・検

討し、県やＪＲ四

国と協議を行っ

ていく。 

継続   そごう徳島店

の閉店や新ホ

ールの整備、

県青少年セン

ターのアミコ

ビルへの移転

検討など、徳

島駅周辺の大

きな転機を踏

まえる必要が

ある。 

徳島駅周辺

の動向を見

据えた上

で、県やＪＲ

四国と協議

しながら、

計画の深度

化等に取り

組んでい

く。 

35 耐震改修促進計画見

直し事業 

既存建築物の耐震化を計画的かつ総合的に推進するた

めの計画で、既存建築物の耐震性を向上させることによ

り、地震による建築物を未然に防止するとともに、市街

地の防火性を高め、安全で安心なまちづくりを進めるた

め「徳島市耐震改修促進計画(平成 19年度策定、平成

25年度改定)を今年度に見直しを行う。 

市内全域 継続中   順調、事業目的

達成 

  ⑴ 令和 3年度 

計画の見直し 

⑵ 令和 4年度

～計画の実施 

終了       

35 橋梁の耐震化事業 橋梁の落橋防止、耐震補強を実施（弁天橋、北島応神大

橋、宮古橋、富田橋 完了予定：平成 25年 5月） 

  完了   概ね順調、概ね

事業目的達成 

            

35 避難場所整備 ⑴高速道路のり面に緊急避難場所を整備 

（川内 米津、富吉 完了予定：平成 27年 3月） 

⑵高速道路のり面に緊急避難場所を整備 

（川内 大松、加賀須野、平石夷野、北原 完了予定：平

成 31年 3月） 

⑶高速道路のり面に緊急避難場所を整備 

（川内 旭野北、旭野南 完了予定：令和 3年 3月） 

  完了 ⑴平成 26

年度 

⑵平成 30

年度 

⑶令和２年

度 

概ね順調、概ね

事業目的達成 

            

35 避難路等の整備 津田地区において高台までの避難路及び避難場所を新

たに確保する。（完了予定：平成 25年度内） 

  完了 平成 26

年度 

順調、事業目的

達成 
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都市マスの構成 取組 進捗状況 令和３年度以降の取組の方向 

項目 頁 事業名 事業概要 実施場所 状況 完了年度 評価 特記事項 
事業計画、スケ

ジュール 

方向

性 
特記事項 

事業推進上の

課題 

課題解決の

取組 

③地震・津波対策 35 津波避難ビルの指定 平成２９年度までに７０６施設の津波避難ビルの指定を

行った。平成３０年度から津波避難ビル指定要件の変更

に伴い、避難支援マップ作成時において、津波避難協力

ビルの指定を行った。 

  継続中   順調、事業目的

達成 

  引き続き公共施

設及び民間施設

について津波避

難ビルの指定・拡

充 

拡充 令和３年４月

に津波避難ビ

ルに求められ

る安全性の確

認方法が簡易

になった 

    

35 災害時の備蓄 指定避難所の拡充に伴い、施設内に備蓄スペースがない

施設については防災倉庫を設置した。 

  継続中   順調、事業目的

達成 

  引き続き指定避

難所の拡充に伴

い、施設の状況

に応じて適宜、防

災倉庫を設置す

る。 

拡充       

35 水道施設耐震化事業 水管橋耐震補強工事（１橋） 

深井戸水源耐震化工事（13本） 

市内全域 継続中   やや遅れ、対

策・見直し必要 

  水道ビジョン２０

１９の計画を推進 

継続 各事業の必要

性を精査 

各事業実施費

用の縮減 

ダウンサイ

ジングなど

計画の一部

見直し 

35 地区別津波避難計画

の策定支援 

徳島市津波避難計画に基づき、地区の実情を考慮した津

波避難計画の策定を支援 

 

津波避難困難地域である１９地区の協議会で毎年２地区

について策定を支援しており、昨年度は、新型コロナウイ

ルス感染拡大防止のため事業を中止したが、令和元年度

までに１１地区の協議会で策定 

 

本事業は、地域住民のワークショップを通じて、地区での

共通理解とその場合の具体的な避難方法について検討 

勝占東部、

津田、沖洲、

川内(北・

南）、渭東、

住吉・城東、

応神、渭北、

勝占中部、

昭和地区 

継続中   順調、事業目的

達成 

 
八万地区におい

て策定支援を行

う。 

継続   新型コロナウ

イルス感染症

が収束するま

では事業を実

施することが

困難である。 

新型コロナ

ウイルス感

染症が収束

するまで

は、感染拡

大防止対策

を取りなが

ら実施する

必要があ

る。 

35 既存建築物耐震改修

促進事業 

 

 

 

 

特定建築物等 3階建て 延べ面積 1,000㎡以上等)の

耐震診断費の助成 

平成 22～令和２年度末：助成数(9棟) 

 

道路沿いのブロック塀等の撤去費、フェンス等の設置費

の一部助成 

平成３０～令和２年度末：助成数(85件) 

  継続中   概ね順調、概ね

事業目的達成 

  事業による助成

の実施 

継続       

35 既存木造住宅耐震化

促進事業 

平成 12年 5月以前に建築された木造住宅の耐震診断

耐震改修費の一部助成 

平成 16～令和２年度末：耐震診断助成数 

(５，816戸) 

平成１６～令和２年度末：耐震改修等助成数 

(1,115件) 

 

 継続中  概ね順調、概ね

事業目的達成 

 事業による助成

の実施 

継続    

35 指定避難路沿道建築

物耐震化事業 

国道１１号、55号、１９２号沿で倒壊すると道路幅員の

1/2以上閉塞する建物の耐震診断費の助成 

  平成 27～令和 2年度末：助成数(26棟) 

 

 継続中  概ね順調、概ね

事業目的達成 

 事業による助成

の実施 

継続    

④土砂災害対策 36 土砂災害ハザードマ

ップの作成 

土砂災害防止法に基づき県知事が指定する土砂災害（特

別）警戒区域について、指定区域の場所や危険性、避難

場所及び避難路等の情報を住民に周知し、円滑な警戒避

難を確保するため、同法に基づき市がハザードマップを

作成し、区域内の住民に配付する。 

佐古、新町、

西富田、東

富田、加茂

名、八万、津

田、勝占、上

八万、多家

良、入田地

区 

完了 令和元年

度 

順調、事業目的

達成 
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都市マスの構成 取組 進捗状況 令和３年度以降の取組の方向 

項目 頁 事業名 事業概要 実施場所 状況 完了年度 評価 特記事項 
事業計画、スケ

ジュール 

方向

性 
特記事項 

事業推進上の

課題 

課題解決の

取組 

⑤コミュニティを重視した減災対策 36 避難行動要支援者名

簿等の整備　（災害

時要援護者台帳の整

備） 

平成２５年の災害対策基本法改正により、高齢者等の

「災害時要援護者台帳」制度が「避難行動要支援者名簿」

の作成として義務化され、本市においても平成２６年度

から避難行動要支援者名簿を作成し、定期的に名簿の更

新を行っている。 

また、要支援者の同意を得て、平常時から地域団体等へ

の名簿情報の提供を行うとともに、避難支援のための個

別計画の策定を進め、災害時における要支援者の避難

支援体制の整備を図る。 

  継続中   概ね順調、概ね

事業目的達成 

平成２８年

度以降、５

か年計画

で情報提

供同意確

認等の通

知を対象

者に送付

しており、

令和２年

度で市内

全地区の

対象者に

通知を送

付した。 

津田・八万地区

の対象者等に名

簿情報の提供同

意確認等の通知

を送付し、同意者

及び個別計画作

成者の増加に努

めるとともに、地

区の地域団体等

との協議を進

め、名簿情報提

供地区の拡充を

図る。 

継続 事業名は、「避

難行動要支援

者名簿等の整

備」に変更。 

津田・八万地

区について

は、平成 28

年度の通知送

付の際に同意

がなかった要

支援者に今回

同意が得られ

るかどうかが

課題である。

また、令和 3

年の災害対策

基本法改正に

より、個別避

難計画作成が

努力義務化さ

れたため、計

画作成の同意

も必要とな

る。 

制度の必要

性・緊急性

について、

より分かり

やすい説明

資料を用意

するととも

に、同意確

認や計画作

成の事務省

力化の方法

を検討 

36 災害ボランティアコ

ーディネーター養成

事業 

災害ボランティアコーディネーター養成講座修了生や地

域住民等とともに、資機材を利用した災害ボランティア

センター設置訓練を実施 

  継続中   概ね順調、概ね

事業目的達成 

  災害ボランティ

アコーディネータ

ー養成講座修了

生や地域住民等

とともに、資機材

を利用した災害

ボランティアセン

ター設置訓練を

実施 

継続       

36 市民総合防災訓練の

実施 

将来発生することが想定される南海トラフ地震等の大規

模災害に備えるため、避難所運営訓練を主体とした総合

防災訓練を実施 

 

地域コミュニティ協議会や自主防災組織、町内会等の地

域住民が主体となって避難所運営等を体験してもらう訓

練である. 

 

応神、南井

上、論田、加

茂名、八万、

佐古地区 

継続中   順調、事業目的

達成 

  加茂、内町地区

において市民総

合防災訓練を実

施 

継続   新型コロナウ

イルス感染症

が収束するま

では事業を実

施することが

困難である。 

新型コロナ

ウイルス感

染症が収束

するまで

は、感染拡

大防止対策

を取りなが

ら実施する

必要がある

が、感染拡

大の傾向が

見られる場

合は実施で

きるか不明 
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都市マスの構成 取組 進捗状況 令和３年度以降の取組の方向 

項目 頁 事業名 事業概要 実施場所 状況 完了年度 評価 特記事項 
事業計画、スケ

ジュール 

方向

性 
特記事項 

事業推進上の

課題 

課題解決の

取組 

⑤コミュニティを重視した減災対策 36 避難支援マップの作

成支援 

徳島大学と連携して、住民自らが考え作成する避難支援

マップの作成を支援する。 

３０地区の協議会で作成支援を実施することとしてお

り、平成２６年度から令和２年度までに１４地区の協議会

で作成している。 

 

本事業は、地域住民のワークショップやまち歩きを通じ

て、地域の特性や避難時の注意事項等を再確認し、「住

民自らが考え作成する防災マップ」の作成を支援. 

 

内町、川内、

渭東、西富

田、昭和、新

町、佐古、八

万（中央・八

万）、加茂、

勝占中部、

東富田、加

茂名、不動

地区 

継続中   順調、事業目的

達成 

 
国府、上八万地

区において避難

支援マップの作

成を支援する。 

継続   新型コロナウ

イルス感染症

が拡大した場

合には事業を

実施すること

が困難であ

る。 

未作成定地

区において

は早期の作

成が求めら

れるため、新

型コロナウイ

ルス感染症

が収束する

までは、感染

拡大防止対

策を取りなが

ら実施するこ

とを検討する

必要がある。 

36 自主防災組織育成 災害時及び平常時において、自主防災組織による各種活

動を円滑に行うことができるよう、研修会及び訓練等を

実施 

  継続中   概ね順調、概ね

事業目的達成 

  市民防災指導員

研修・防災リーダ

ー研修・各種防災

訓練等 

継続   参加者が高齢

化、または固

定化してい

る。 

地域の各種

団体等と連

携し若い世

代に対して

研修会等へ

積極的に参

加を促すと

ともに、誰

もが参加し

やすい訓練

内容を検討

する。 

36 子ども防火・防災啓

発推進 

小学生等を対象に防火・防災意識の普及啓発を図り、消

防に対する興味や理解を深めるとともに将来における

防火・防災リーダーの育成を行う。 

小学校等 継続中   概ね順調、概ね

事業目的達成 

  移動消防署を実

施（市内の全小

学校を３年間で

ローリング） 

継続   学校ごとに施

設の規模や児

童数が異なる

ため、それぞ

れの学校に応

じた訓練内容

となるよう学

校側との打ち

合わせ等準備

に時間を要し

ている。 

火災予防思

想の普及啓

発の重要性

を鑑み、事

業の定着化

及び効果的

かつ円滑に

実施できる

ようメニュ

ーの充実を

図る。 

36 次世代の救急救命育

成プロジェクト 

次世代を担う小・中学生及び高校生を対象に救命講習を

実施し、命の大切さや救急法の重要性を広く浸透させ

る。 

小学校・中学

校・高等学校 

継続中   概ね順調、概ね

事業目的達成 

  すべての小・中学

校、希望する高

等学校に対して

救命講習を実施 

継続 学生を対象に

行う講習であ

るため、引き

続きＤＶＤ教材

を活用するな

ど分かりやす

い講習手法に

努める。 

    

36 消防団の活性化 消防団の活性化を図るため、大規模災害発生時の避難

所運営の支援や、平常時の広報啓発活動に従事する機

能別消防団員への入団促進に取り組む。 

  継続中   概ね順調、概ね

事業目的達成 

  入団促進のため

の広報活動、団

員に対する基本

研修・実務研修

の実施 

継続 入団促進のた

め、学生等が

日常的に使用

するＳＮＳ、ＱＲ

コード等を活

用し、ニーズに

応じた周知広

報を行う必要

がある。 
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６ 住環境整備の方針 

都市マスの構成 取組 進捗状況 令和３年度以降の取組の方向 

項目 頁 事業名 事業概要 実施場所 状況 完了年度 評価 特記事項 
事業計画、スケ

ジュール 

方向

性 
特記事項 

事業推進上の

課題 

課題解決の

取組 

①中心市街地における住環境の整備・改善 37 福祉の街づくり事業 徳島県ユニバーサルデザインによるまちづくりの推進に

関する条例に基づく事前協議時の指導、助言を通じて整

備基準に適合した建築物の増加を図った。 

  継続中   概ね順調、概ね

事業目的達成 

  引き続き条例等

に基づく指導、助

言を継続する。 

継続       

②密集市街地等における住環境の整備・改善 37 狭あい道路整備事業 狭あいな市道に面して建築物を新築・増築・改築などを

する場合、４ｍの道路幅員を確保できるように「徳島市

狭あい道路整備要綱」を定め、道路整備を進める。 

平成 7～令和 2年度末：整備延長(4,022m) 

市内全域 継続中   概ね順調、概ね

事業目的達成 

  事業による助成

の実施 

継続       

37 既存木造住宅耐震化

事業 

平成 12年 5月以前に建築された木造住宅の耐震診

断、耐震改修費の一部助成 

平成 16～令和２年度末：耐震診断助成数(５，816戸) 

平成１６～令和２年度末：耐震改修等助成数(1,115件) 

  継続中   概ね順調、概ね

事業目的達成 

  事業による助成

の実施 

継続       

⑤安心・安全な住環境の整備・改善 37 ＬＥＤ防犯灯設置補

助 

町内会等が LED防犯灯の「新設」または既存の防犯灯

を LED灯へ「機種変更」する場合、工事費の一部を助成

し、夜間における犯罪の未然防止と市民の通行の安全を

図る。 

  継続中   概ね順調、概ね

事業目的達成 

  助成の申請期間

は５月１日から

12月２８日まで 

継続       

37 危険廃屋解体支援事

業（空家に対する解

体費の助成） 

概ね 10年以上空家となっている住宅を対象として解体

費用の一部を助成する。 

平成 22～令和 2年度末：助成数(173件) 

  継続中   順調、事業目的

達成 

  事業による助成

の実施 

継続       

37 防犯灯電灯料金補助 町内会等が維持管理する防犯灯の電灯料金を助成する

ことにより、夜間における犯罪の防止と通行の安全を図

る。 

公道または

不特定多数

の人が通行

する道 

継続中   概ね順調、概ね

事業目的達成 

  助成の申請期間

は６月 15日～７

月 31日 

継続       

37 既存建築物耐震改修

促進事業 

道路沿いのブロック塀等の撤去費、フェンス等の設置費

の一部助成 

平成３０～令和２年度末：助成数(85件) 

  継続中   概ね順調、概ね

事業目的達成 

  事業による助成

の実施 

継続       

37 空家等対策事業 空家等の対策を推進するため、平成 29年度には徳島

市空家等対策計画を策定した。空家等対策の推進に関す

る特別措置法に基づく法定協議会（徳島市空家等対策協

議会）を設置し、開催している。 

市内全域 継続中   概ね順調、概ね

事業目的達成 

平成 29

年度に空

家等対策

計画策定

し、空家等

対策協議

会を開催

するなど

概ね順調

だが、空家

等は増加

傾向にあ

るため更

に対策が

必要。 

令和３年度以降

も空家等対策協

議会を開催して

空家等対策につ

いて検討し、令和

４年度に徳島市

空家等対策計画

の見直しを行う。 

継続 空き家は今後

ますます増加

することが見

込まれ、対策

の検討が必要

となる。 

空家の所有者

等に適正な維

持管理を促す

ための啓発・

周知が難し

い。 

空家相談会

の開催や、

相談が寄せ

られた空家

の所有者等

への通知の

送付 
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都市マスの構成 取組 進捗状況 令和３年度以降の取組の方向 

項目 頁 事業名 事業概要 実施場所 状況 完了年度 評価 特記事項 
事業計画、スケ

ジュール 

方向

性 
特記事項 

事業推進上の

課題 

課題解決の

取組 

⑤安心・安全な住環境の整備・改善 37 空家等実態調査 令和４年度に徳島市空家等対策計画を見直すため、市内

の空家の実態を把握し、データベースを更新する。（平成

２８年度の空家等実態調査は都市政策課が実施） 

市内全域 継続中   概ね順調、概ね

事業目的達成 

相談のあ

った空家

について

の令和２

年度の更

新件数は

目標値を

上回った

が、市内全

域の空家

等実態調

査は令和

３年度に

実施する

ため。 

令和３年度に市

内全域の空家等

実態調査を実施

することで、本市

の空家等の現状

を把握し、次の空

家等対策計画策

定の基礎データ

とする。 

継続 前回に実施し

た空家等実態

調査から５年

が経過してお

り、改めて空家

等の現状把握

が必要とな

る。 
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７ 協働によるまちづくりの方針 

都市マスの構成 取組 進捗状況 令和３年度以降の取組の方向 

項目 頁 事業名 事業概要 実施場所 状況 完了年度 評価 特記事項 
事業計画、スケ

ジュール 

方向

性 

「方向性」の

特記事項（理

由など） 

事業推進上の

課題 

課題解決の

取組 

①市民参加の気運の醸成 38 市民の気運醸成施策 コミュニティセンターの指定管理、コミュニティ便りの発

行、コミュニティセンターホームページの作成 

  継続中   順調、事業目的

達成 

    継続       

38 環境保全の啓発 自主的に環境保全活動・啓発活動に取り組む「環境リー

ダー」の育成及び支援を実施し、市民と行政の協働によ

る啓発活動を展開した。 

また、平成 29年度より、家庭でエコライフを実践すると

ともに子どもから大人への啓発等を行うべく「子ども環

境リーダー認定事業」を開始した。 

  継続中   順調、事業目的

達成 

  市民や事業者の自

主的な環境保全活

動が連鎖的につな

がるよう、出前環

境教室の開催や地

域の環境改善に取

り組む人材等の育

成・活動支援を推

進する。 

継続   環境リーダー

として活動す

るメンバーの

高齢化及び新

規登録者の減

少 

次世代を担

う子どもたち

を対象として

事業を拡大

するなど、よ

り幅広い世

代の人材育

成を推進す

る。 

②参加・協働の仕組みづくり 38 地区住民活動補助 住民活動の活性化とコミュニティ振興を図るため助成す

る。 

  継続中   概ね順調、概ね

事業目的達成 

    継続       

38 集会所建設費補助 町内会の拠点整備を目的として、集会所建設時の地元負

担を軽減するため交付する。 

申請のあっ

た地区 

継続中         継続       

38 協働制度策定事業 これまで行ってきた協働支援事業（NPO等からの応募、

提案事業に対して助成）を廃止し、新たな制度の策定に

取り組む。（平成 25年 9月策定予定） 

  完了   順調、事業目的

達成 

           

38 協働の基本指針（改

定版）の策定 

平成１５年３月に策定した協働の基本指針について、市

民会議において見直しを行い、新たな協働の基本ルール

となる指針と協働を推進していくための“とくしま協働

制度”を策定した。（平成２６年２月策定、平成２６年５月

運用開始予定） 

市内全域    順調、事業目的

達成 

           

38 新たな地域自治協働

システム 

地域団体や NPO、企業等を含む地域の多様な主体が連

携・協働しながら、地域社会の運営に参加し地域課題を

自ら解決する仕組みを構築する。 

沖洲、津田、

上八万、内

町（令和元年

度） 

継続中  順調、事業目的

達成 

  当事業の構築に

取り組む地区を

募集するため、

各コミュニティセ

ンター等へのヒ

アリングを継続

的に行う。 

拡充   将来の地域を

担ってゆく人

材の発掘 

地区毎に、

その地区住

民が住み続

けたいと思

える環境づ

くり 

③市民主体のまちづくり活動の支援 38 コミュニティセンター

指定管理料 

地区住民活動補助 

住民の自主的なまちづくりを推進するため、当該活動を

行う住民団体に対し、当該活動を行うための必要な経費

を予算範囲内で交付する。 

全地区 継続中  順調、事業目的

達成 

  各地域のコミュ

ニティ協議会に

対し、指定管理

料、補助金を継

続的に行う。 

継続   財政事情によ

り予算が削減

される中、ｺﾐｾ

ﾝの収益も減

少してきてお

り、今後の管

理運営に影響

が出てくるこ

とが懸念 

  

38 コミュニティセンター

大規模改修費 

平成以降に建設したコミュニティセンターが多数有り、一

つの改修に係る費用も大きくなっているため、数量とも

に増加している。 

各コミュニティセンターを安全かつ機能的に利用できる

よう、計画的に維持・補修を行い、その活用促進を図る。 

沖洲、上八

万、勝占東

部、入田、南

井上、渭東、

八万中央、

津田、八万、

不動、加茂、

西富田 

継続中  順調、事業目的

達成 

  コミュニティセン

ターの施設維持

補修計画を策定

した上で補修・修

繕等を施工し、コ

ミュニティセンタ

ー管理運営の効

率化と地元負担

の軽減及び施設

利用者の安全を

図ってゆく。 

継続   予算削減によ

り、改修が遅

れている。ま

た、照明、ｴｱｺ

ﾝ、ﾄｲﾚ等、貸館

に必要な設備

の故障が何時

発生するか定

かでないた

め、即時対処

できない時の

対応困難が想

定される。 
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都市マスの構成 取組 進捗状況 令和３年度以降の取組の方向 

項目 頁 事業名 事業概要 実施場所 状況 完了年度 評価 特記事項 
事業計画、スケ

ジュール 

方向

性 

「方向性」の

特記事項（理

由など） 

事業推進上の

課題 

課題解決の

取組 

③市民主体のまちづくり活動の支援 38 地域づくり活動団体

等支援 

各種研修の実施、NPO等からの相談業務や広報活動に

取り組み、継続的な活動支援を行う。 

  継続中   概ね順調、概ね

事業目的達成 

  市民活力開発セ

ンターにおけるＮ

ＰＯスキルアップ

講座、ＮＰＯ等か

らの相談業務、

広報活動等を行

う。 

継続   新型コロナウ

イルス感染拡

大防止のた

め、徳島市市

民活力開発セ

ンターが休館

となった期間

があり、対面

での相談対応

ができない期

間があった。 

新型コロナ

ウイルス感

染拡大の影

響を受け、

市民活動等

の実施内容

や方法など

が変化して

きている。

活動方法を

模索中のＮ

ＰＯ等から

の相談が多

く、ニーズ

に応えられ

るように、

今後も情報

収集などを

行ってい

く。 

38 協働事業の実施 協働事業に関する研修を行い、職員の意識啓発を図る。

また、協働事業に対する一部補助を行い、活動の拡大を

図ります。 

  継続中   順調、事業目的

達成 

  協働事業に関す

る研修を行い、

職員の意識啓発

を図る。また、協

働事業に対する

一部補助を行

い、活動の拡大

を図る。 

継続   協働事業の実

施において、

新型コロナウ

イルスの感染

拡大等、外的

要因によって

事業内容等が

変更になるこ

とがあった。 

協働事業の

選定から実

施まで期間

が開くと、

外的要因に

よって事業

内容に影響

がでること

や、事業実

施にスピー

ディさを求

められるこ

とから、令

和３年度か

ら事業選定

から事業実

施までを単

年度で行う

よう見直し

を行う。 

38 一斉清掃事業 
（河川水路課） 

毎年５月の第２・４日曜日に市内で一斉清掃を実施 徳島市内一

円 

継続中   概ね順調、概ね

事業目的達成 

  毎年５月の第２・

４日曜日に市内

で一斉清掃を実

施 

継続   活動する町内

会会員の高齢

化に伴い、参

加者が減少し

ている。 

地域住民が

排水路等の

維持管理を

主体に行う

機運を高

め、持続で

きるように

長期的かつ

地道な取り

組みを進め

る。 

 


